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第１１９回　月例会概要

　（１）事業経過報告等････････････････････････････････････････････････････････

　（２）講演　「海を取り巻く協同組合」

　　　　　　　　－なぜ漁業（一次産業）は協同組合になったのか－

　　　　　　　　　関西ねじ協同組合　

　　　　　　　　　　理事兼事務局長　 兒玉　光剛　氏

　　　　　　　　　　（前大阪府漁業協同組合連合会専務理事）

 

第１２０回　月例会概要

　（１）事業経過報告等････････････････････････････････････････････････････････

　（２）講演　「アンモニア燃料船開発と運航の取り組みについて」

　　　　　　　　日本郵船株式会社

　　　　　　　　　海務グループ調査役　 高森　直人　氏

　　　　　　　　　技術開発グループ アンモニア技術チーム長　 砂田　知範　氏

　

事　業　報　告

　LNGバンカリング事業に係る航行安全対策検討調査（和歌山地区）第１回委員会･････

　大阪港新島周辺海域の新たな船舶交通環境構築に関する調査研究第１回委員会･･････

　南海トラフ地震臨時情報発表時における対応状況の検証と課題に関する

　調査研究第１回委員会････････････････････････････････････････････････････････

　令和７年度近畿・四国地方海の事故ゼロキャンペーン実施結果について（報告）････

会　務　報　告

　第１２０回業務運営会議･･･････････････････････････････････････････････････････

　第１２１回業務運営会議･･･････････････････････････････････････････････････････

船舶交通随感

　第２６回　洋上風力発電に関する一考･･･････････････････････････････････････････
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事務日誌抄･･･････････････････････････････････････････････････････････････

お知らせ･･････････････････････････････････････････････････････････････････

　・会員名簿の訂正について

　・事務所移転



－1－

第１１９回　月　例　会　概　要

１　日　　　時　　令和７年７月３０日（水）１５:００～１６:１０

２　場　　　所　　神戸市中央区文化センター10階　1001-1002会議室

３　出　席　者　　２８名

４　概　　　要　　

　　　（１）事業経過報告等

　　　　　　奥原専務理事から事業報告及び会務報告が行われた。

　　　　　

　　　（２）講　演

　　　　　　関西ねじ協同組合　理事兼事務局長 兒玉 光剛 氏（前大阪府漁業協同組合連

　　　　　合会　専務理事）により「海を取り巻く協同組合 －なぜ漁業（一次産業）は

　　　　　協同組合になったのか－」と題し、講演が行われた。



－2－

≪第１１９回月例会講演資料≫
　　

海を取り巻く協同組合
 －なぜ漁業（一次産業）は協同組合になったのか－

　　　　 　

　　
 

講師　関西ねじ協同組合　　　　　　　　　

理事兼事務局長　 兒玉　光剛　氏
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－6－

第１２０回　月　例　会　概　要

１　日　　　時　　令和７年９月２９日（月）１５:００～１６:００

２　場　　　所　　神戸市中央区文化センター10階　1001-1002会議室

３　出　席　者　　４３名

４　概　　　要　　

　　　（１）事業経過報告等

　　　　　　奥原専務理事から事業報告及び会務報告が行われた。

　　　　　

　　　（２）講　演

　　　　　　日本郵船㈱海務グループ調査役 高森 直人 氏及び技術開発グループ アンモ

　　　　　ニア技術チーム長 砂田 知範氏により「アンモニア燃料船開発と運航の取り組

　　　　　みについて」と題し、講演が行われた。



－7－

≪第１２０回月例会講演資料≫
　　

アンモニア燃料船開発と運航の取り組みについて

　　　　 　

　　
 

講師　日本郵船㈱　海務グループ調査役　 　　　　高森　直人 氏

技術開発グループ アンモニア技術チーム長　砂田　知範 氏
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事 業 報 告



－19－

LNGバンカリング事業に係る航行安全対策検討調査（和歌山地区）

第１回委員会

１　日　　　時　　令和７年８月８日（金）１４：００～１６：４０

２　場　　　所　　神戸駅前研修センター 2階　207号室

　　　　　　　　　(Web会議併用)

３　出　席　者　　別紙のとおり

４　議　　　題　　

　　（１）調査方針等について

　　（２）事業計画の概要について

　　（３）StSガイドラインの概要について

　　（４）自然環境、航行環境について

　　（５）バンカリング実施場所におけるガイドラインに準拠した確認について

５　資　　　料

　　（１）検討資料委１－１ 調査方針等（案）

　　（２）検討資料委１－２ 事業計画の概要（案）

　　（３）検討資料委１－３ StSガイドラインの概要（案）

　　（４）検討資料委１－４ 自然環境、航行環境（案）

　　（５）検討資料委１－５ バンカリング実施場所におけるガイドラインに準拠した

　　　　　　　　　　　　　 確認（案）

　　（６）参考資料委１－１ StSガイドライン

　　（７）参考資料委１－２ StSガイドライン 新旧対照表（改訂部分のみ）

６　議　　　事

　　　開会にあたり委託者の大阪ガスインターナショナルトランスポート株式会社 技術

　　部 小川 拓真 様より挨拶が行われた。

　　　事務局により出席者及び資料の確認を行った後、委員長の選任を行い、岩瀬 潔 委

　　員が委員長に選任された。以後委員長により議事が進められた。

７　審 議 結 果

　　　提示された検討資料は、一部文言について委員会における意見等を盛り込み修正

　　することを前提に了承された。

以　上　



－20－

別紙

出　席　者　名　簿

（順不同・敬称略、 　　　：欠席者）

（   ：Web会議出席者、※：常任調査研究委員）

委　員　長　　岩　瀬　　　潔　　海技大学校名誉教授 ※

委　　　員　　渕　　　真　輝　　神戸大学大学院海事科学研究科准教授 ※

　　〃　　　　渡　邉　浩　章　　和歌山下津水先区水先人会会長

　　〃　　　　滝　浦　文　隆　　(一社)日本船長協会常務理事

　　〃　　　　中　川　　　悟　　日本郵船(株)関西支店支店長代理 ※

　　〃　　　　富　山　　　茂　　(株)商船三井海上安全部部長代理 ※

　　〃　　　　岡　本　龍　太　　川崎汽船(株)関西支店副支店長 ※

　　〃　　　　浦　　　隆　幸　　全日本海員組合関西地方支部長

　　〃　　　　郡　　　憲　二　　南海フェリー(株)常務取締役管理部長

　　〃　　　　小　林　正　明　　和歌山県海運組合理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　泉野　俊信　専務理事)

　　〃　　　　平　野　眞　幸　　和歌山港運協会会長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　泉野　俊信　専務理事)

　　〃　　　　清　水　　　昭　　常石由良ドック(株)ドッグマスター

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　高橋　勝彦　工作部長 兼 技術課長)

関係官公庁　　伊　藤　智　人　　第五管区海上保安本部交通部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　久内　和彦　航行安全課専門官)

　　〃　　　　池　田　紀　道　　和歌山海上保安部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　赤木　英富美　交通課長)

　　〃　　　　山　本　有　為　　海南海上保安署長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　簗田　萌生　署員)

　　〃　　　　苔　口　聖　史　　近畿地方整備局港湾空港部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　中官　利之　港湾空港整備・補償課長)

　　〃　　　　村　岡　英　一　　近畿運輸局海上安全環境部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　富田　真史　船舶安全環境課長)

　　〃　　　　新　見　健　吾　　和歌山県県土整備部港湾空港局長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　堀　宏匡　港湾空港振興課主任)

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ
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委　託　者（大阪湾LNGシッピング（株）およびその出資者）

　　　　　　＜大阪ガスインターナショナルトランスポート（株）＞

　　〃　　　　小　川　拓　真　　　技術部係長

　　〃　　　　高　橋　秀　真　　　技術部

　　　　　　＜阪神国際港湾(株)＞

　　〃　　　　栗　林　佑貴恵　　　企画部係長

　　　　　　＜ＮＳユナイテッドタンカー(株)船舶部＞

　　〃　　　　田　畑　晴　久　　　船舶部部長代理

　　〃　　　　洲　鎌　洋　康　　　　〃　部長代理

関　係　者（大阪ガス(株)）

　　〃　　　　天　辰　弘　二　　　海事担当部長

事　務　局　　奥　原　徳　男　　(公社)神戸海難防止研究会専務理事

　　〃　　　　伊　藤　雅　之　　　　　　　〃　　　　　　上席研究員

　　〃　　　　井　田　英　樹　　　　　　　〃　　　　　　事業部長

　　〃　　　　藤　原　　　昇　　　　　　　〃　　　　　　情報システム管理部長

　　〃　　　　高　橋　浩　子　　(株)日本海洋科学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ神戸支店支店長代理

　　〃　　　　岡　嶋　祥　子　　　　　　　〃　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ神戸支店コンサルタント

ｗ

ｗ
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大阪港新島周辺海域の新たな船舶交通環境の構築に関する調査研究

第１回委員会

１　日　　　時　　令和７年９月２日（火）１４：００～１５：３０

２　場　　　所　　兵庫県農業会館 11階　111号会議室

　　　　　　　　　(Web会議併用)

３　出　席　者　　別紙のとおり

４　議　　　題　　

　　（１）調査研究方針について

　　（２）自然環境、航行環境について

　　（３）海難の発生状況について

　　（４）現状における船舶交通の課題について

５　資　　　料

　　（１）検討資料委１－１ 調査研究方針（案）

　　（２）検討資料委１－２ 自然環境及び航行環境並びに海難発生状況（案）

　　（３）検討資料委１－３ 現状における船舶交通の課題（案）

　　席上配布資料

　　　検討資料委１－２ 自然環境及び航行環境並びに海難発生状況（追加資料）

６　議　　　事

　　　開会にあたり(公社)神戸海難防止研究会会長 堀 眞琴 より挨拶を行った。

　　　事務局により出席者の確認を行った後、委員長の選任を行い、長澤 明 委員が委員

　　長に選任された。また、委員長により山田 多津人 委員が検討部会の部会長に指名さ

　　れた。

　　　委員長より挨拶が行われた後、資料の確認を行い委員長により議事が進められた。

７　審 議 結 果

　　　提示された検討資料は、一部文言について委員会における意見等を盛り込み修正

　　することを前提に了承された。

以　上　
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別紙

出　席　者　名　簿

（順不同・敬称略、 　　　：欠席者）

（   ：Web会議出席者、※：常任調査研究委員）

委　員　長　　長　澤　　　明　　海上保安大学校名誉教授 ※

委　　　員　　山　田　多津人　　海上保安大学校教授

　　〃　　　　万　谷　小百合　　海技大学校教授 ※

　　〃　　　　渕　　　真　輝　　神戸大学大学院海事科学研究科准教授 ※

　　〃　　　　石　黒　一　彦　　神戸大学大学院海事科学研究科准教授 ※

　　〃　　　　山　田　哲　也　　大阪湾水先区水先人会会長 ※

　　〃　　　　朝　藤　　　健　　(一社)日本船長協会常務理事

　　〃　　　　中　川　　　悟　　日本郵船(株)関西支店支店長代理 ※

　　〃　　　　富　山　　　茂　　(株)商船三井海上安全部部長代理 ※

　　〃　　　　岡　本　龍　太　　川崎汽船(株)関西支店副支店長 ※

　　〃　　　　宮　　　昭　久　　(公社)関西小型船安全協会会長

　　〃　　　　川　橋　利　明　　全国内航タンカー海運組合関西支部支部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　上村　良　事務局長)

　　〃　　　　進　藤　正　士　　近畿旅客船協会安全対策委員

関係官公庁　　伊　藤　智　人　　第五管区海上保安本部交通部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　澤埜　光弘　航行安全課海務第一係長)

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　野原　淳紀　航行安全課海務第一係)

　　〃　　　　宮　本　勝　通　　大阪海上保安監部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　今井　征司　次長)

　　〃　　　　道　辻　尋　史　　大阪湾海上交通センター所長

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　岡村　諭　安全計画課安全対策係長)

　　〃　　　　苔　口　聖　史　　近畿地方整備局港湾空港部長

　　〃　　　　村　岡　英　一　　近畿運輸局海上安全環境部長

　　〃　　　　宮　下　明　子　　大阪港湾局施設管理部海務課長

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　西村　和展　海務課担当係長)

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　原田　寿里　海務課担当係員)

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ
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事　務　局　　堀　　　眞　琴　　(公社)神戸海難防止研究会会長

　　〃　　　　奥　原　徳　男　　　　　　　〃　　　　　　専務理事

　　〃　　　　渡　川　　　明　　　　　　　〃　　　　　　研究部長

　　〃　　　　藤　原　　　昇　　　　　　　〃　　　　　　情報システム管理部長

　　〃　　　　豊　島　伸　匡　　商船三井マリテックス(株)関西事務所長

　　〃　　　　古　賀　一　弥　　　　　　　〃　　　　　　　　〃　　研究員

　　〃　　　　福　居　華　子　　　　　　　〃　　　　　　　　〃　　アソシエイト



－25－

南海トラフ地震臨時情報発表時における

対応状況の検証と課題に関する調査研究

第１回委員会

１　日　　　時　　令和７年９月２５日（木）１４：００～１５：４０

２　場　　　所　　神戸ポートオアシス 5階　502-503号会議室

　　　　　　　　　(Web会議併用)

３　出　席　者　　別紙のとおり

４　議　　　題　　

　　（１）調査研究方針について

　　（２）南海トラフ地震臨時情報及び対応状況について

　　（３）AISデータによる船舶動静情報の解析実施方案について

　　（４）アンケート調査実施方案について

５　資　　　料

　　（１）検討資料委１－１ 調査研究方針（案）

　　（２）検討資料委１－２ 大阪湾沿岸及び瀬戸内海東部における自然環境、航行環境(案)

　　（３）検討資料委１－３ 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応状況（案）

　　（４）検討資料委１－４ AISデータによる船舶動静情報の解析実施方案（案）

　　（５）検討資料委１－５ アンケート調査実施方案（案）

　　（６）参考資料委１－１ 津波シミュレーションマップ及び船舶津波対応シート並びに

　　　　　　　　　　　　　 南海トラフ地震警戒強化勧告

６　議　　　事

　　　開会にあたり(公社)神戸海難防止研究会会長 堀 眞琴 より挨拶を行った。

　　　事務局により出席者の確認を行った後、委員長の選任を行い、松本 宏之 委員が委

　　員長に選任され委員長より挨拶が行われた。資料の確認の後、委員長により議事が

　　進められた。

７　審 議 結 果

　　　提示された検討資料は、一部文言について委員会における意見等を盛り込み修正

　　することを前提に了承された。

以　上　



－26－

別紙

出　席　者　名　簿

（順不同・敬称略、 　　　：欠席者）

（   ：Web会議出席者、※：常任調査研究委員）

委　員　長　　松　本　宏　之　　海上保安大学校名誉教授 ※

委　　　員　　淺　木　健　司　　海技大学校名誉教授 ※

　　〃　　　　廣　野　康　平　　神戸大学大学院海事科学研究科准教授 ※

　　〃　　　　橋　本　孝　亮　　内海水先区水先人会会長 ※

　　〃　　　　山　田　哲　也　　大阪湾水先区水先人会会長 ※

　　〃　　　　太　田　正　紀　　(一社)日本船長協会副会長

　　〃　　　　中　川　　　悟　　日本郵船(株)関西支店支店長代理 ※

　　〃　　　　富　山　　　茂　　(株)商船三井海上安全部部長代理 ※

　　〃　　　　岡　本　龍　太　　川崎汽船(株)関西支店副支店長 ※

　　〃　　　　宮　　　昭　久　　(公社)関西小型船安全協会会長

　　〃　　　　川　橋　利　明　　全国内航タンカー海運組合関西支部支部長

関係官公庁ｗ　境　　　祥　光　　第五管区海上保安本部警備救難部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　柳　兼一　環境防災課長)

　　〃　　　　山　﨑　哲　也　　第五管区海上保安本部海洋情報部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　福良　博子　監理課長)

　　〃　　　　伊　藤　智　人　　第五管区海上保安本部交通部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　新角　伸浩　航行安全課専門官)

　　〃　　　　苔　口　聖　史　　近畿地方整備局港湾空港部長

　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　中官　利之　港湾空港整備補償課長)

　　〃　　　　村　岡　英　一　　近畿運輸局海上安全環境部長

　　〃　　　　黒　澤　　　茂　　神戸運輸監理部海上安全環境部長

　　〃　　　　田　利　信二朗　　大阪管区気象台気象防災部地震津波対策調整官

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　坂井　めぐみ　気候変動・海洋情報調整官)

　　〃　　　　宮　下　明　子　　大阪港湾局施設管理部海務課長

　　                     　 　　(同席　西村　和展　海務課担当係長)

　　　　　　　　　　　　　　　　(同席　原田　寿里　海務課)

　　〃　　　　前　田　直　昭　　兵庫県土木部港湾課長

　　〃　　　　村　井　宏　一　　神戸市港湾局海務課長

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ

ｗ
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事　務　局　　堀　　　眞　琴　　(公社)神戸海難防止研究会会長

　　〃　　　　奥　原　徳　男　　　　　　　〃　　　　　　専務理事

　　〃　　　　渡　川　　　明　　　　　　　〃　　　　　　研究部長

　　〃　　　　藤　原　　　昇　　　　　　　〃　　　　　　情報システム管理部長

　　〃　　　　髙　橋　浩　子　　(株)日本海洋科学神戸支店支店長代理

　　〃　　　　中　末　陽　介　　　　　　　〃　　経営企画グループ調査役
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令和７年度 海の事故ゼロキャンペーンの実施結果について（報告） 

 

近畿・四国地方海難防止強調運動推進連絡会議 
事務局（公社）神戸海難防止研究会 

（公財）海上保安協会神戸地方本部 
 

 令和７年度全国海難防止強調運動は、７月１６日から３１日まで（１６日間）実施された。 

 当地方においては、令和７年５月２８日（水）近畿・四国地方海難防止強調運動推進連絡

会議（Web会議併用）を開催し、承認された実施計画に基づき運動を推進、展開した。 

 各関係団体等から事務局に報告のあった実施概要は、次のとおりである。 

 また、事務局においては、全国海難防止強調運動実行委員会より提供された強調運動啓発

用ポスター、リーフレットに加え、更に「ポスター」300枚、「リーフレット」4,200枚を増

刷するとともに啓発グッズ「ウエットティッシュ」15,000 個を作成して関係団体等に配布

した。 

 
【各関係団体等の実施内容】 
■ 構 成 員                        （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
近畿地方整備局 

 

○広報活動 

本局及び管内 4事務所でのポスター掲示、パンフレ

ット及びグッズ（ウエットティッシュ）の配置を実施

した。 

近畿運輸局 ○広報活動 
① 庁舎外部掲示板、庁舎内廊下、執務室内カウンタ

ーにポスターを掲示した。 
○安全に関する指導・教育・訓練 

① 安全運航に関する指導隻数 

プレジャーボート ２４隻（５０人） 

 

神戸運輸監理部 

 

 

 

○広報活動 
① 事務所（神戸・姫路）内にポスターを掲示 
② 窓口（来訪者向け）にパンフレットを備置 

○各種行事 
マリンイベント等を通じてライフジャケット着用

の啓発を実施した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

① 安全運航に関する指導隻数 

   プレジャーボート  ５隻 

 

令和７年度　海の事故ゼロキャンペーンの実施結果について（報告）
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団 体 名 実  施  概  要 
四国運輸局 ○広報活動 

  本局、徳島運輸支局、高知運輸支局の窓口におい

てポスターを掲示するとともに、リーフレットを配

布した。 

 

大阪管区気象台 

 

 

○広報活動 

 ポスターを執務室入口に掲示し、職員及び来台者

への広報を実施した。 

 

神戸地方海難審判所 

 

 

 

 

○広報活動 

7 月 16 日～31 日の間、事務室にポスターを掲示

し、啓発グッズは、来所する事故関係者及び海難審

判への出頭者が使用する控室等に常備し、自由に持

ち帰ることができるようにした。 

運輸安全委員会事務局 

神戸事務所 

 

○広報活動 

事務所出入口及び掲示板に「海の事故ゼロキャン

ペーン」のポスター及びリーフレットを提示すると

ともに執務室や口述聴取室にリーフレット、啓発グ

ッズ（ウェットティッシュ）を置き、関係者のほか

来庁者に配布した。 

また、事故調査官が現場調査や口述聴取のための

出張時に関係者へリーフレット及び啓発グッズを配

付した。 
水産庁瀬戸内海漁業調整事務所 ○広報活動 

① 漁業取締船による広報活動 

 海の事故ゼロキャンペーン実施期間中（７月 16

日～７月 31 日）において、当事務所所属の漁業

取締船「みかげ」により、同船が装備している電

光式情報表示装置を用いて「ライフジャケットを

着用しましょう」のテロップを表示し、操業中の

漁船に対する広報活動を行った。 

② ポスター掲示等による広報活動 

海の事故ゼロキャンペーン実施期間中（7月 16

日～7月 31日）において、当事務所執務室(来客

対応スペース)にも海の事故ゼロキャンペーンポ

スターを掲示した。 
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団 体 名 実  施  概  要 
(公社)関西小型船安全協会 ○広報活動 

① 事務所内にポスターの掲示、パンフレットの配

布等を実施した。 

② ホームページ、フェイスブック、エックス、イ

ンスタグラムに掲示した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

① 7月 19日 須磨沖にて須磨ヨットハーバー、海

保、神戸市、神戸市水上消防署、兵庫県とで官民

合同パトロールを実施した。 

② ７月 20 日 姫路木場ヨットハーバーにて姫路

海上保安部の協力を得て、「親子の海の安全講習

会」を開催し、参加した小学生や保護者が海の安

全について学んだ 

③ 安全運航に関する指導隻数 

プレジャーボート １０隻（２０人） 

 

○安全教育関係 

 海上安全教室     １回（３０人受講） 

 

全国内航タンカー海運組合 

関西支部 

 

○広報活動 

 事務所内にポスターの展示しリーフレットを支

部組合員様宛に送付した。 

 また、本部より無事故キャンペーン期間中であ

る旨の周知文書及びリーフレットを PDF にて一斉

送信した。 

 支部として安全公害対策委員会委員と大阪海上

保安監部様との合同訪船パトロールを実施した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

 大阪海上保安監部との合同パトロールを実施し

た。 

タンカー      ２隻 

 

全国内航タンカー海運組合 

薬槽船支部 

 

○広報活動 
① 海の事故ゼロキャンペーンポスターの事務所内
掲示をした。 

② 「海の日」の正午に停泊中の船舶による汽笛の一
斉吹鳴実施 （98隻） 
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団 体 名 実  施  概  要 
③ 組合員にはスケジュールボードによる周知をし
た。 

○各種行事 
 海の月間期間に合わせ姫路海上保安部との合同

による安全パトロール実施 （7/25） 

○安全に関する指導・教育・訓練 
 海の月間期間に合わせ姫路海上保安部による安

全指導の受講 （7/25） 

① 安全運航に関する指導隻数 

貨物船       ３隻（ １８人） 

タンカー     ９５隻（５７０人） 

          合計９８隻（５８８人） 

② 企業訪問件数     ３件（  ６人） 

○安全教育関係 

 海難防止講習会    １回（ ７人受講） 

 その他        １回（ ７人受講） 

           合計６回（１４人受講） 

 

 

内海水先区水先人会 ○広報活動 
① 安全標語を本部及び各地事務所に掲示した。 

  『操船意図
インテンション

 示して高まる 信頼感』 

② 水先艇に安全旗を掲揚し、水先艇係留基地の整
備を実施した。 

③ 海の事故ゼロキャンペーンポスターとリーフレ
ットを本部及び各地事務所に設置した。 

○各種行事 
① 安全衛生委員会を開催し、水先艇乗組員との意
見交換を実施した。 

② 日本水先人会連合会主催の令和 7 年度安全研修

に参加予定。（8月 26～27日開催） 
○安全教育関係 
① 業務連絡会並びに研修会において、事故・トラブ

ル及びヒヤリハット事例を紹介し、事故防止を啓

蒙した。 
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団 体 名 実  施  概  要 
大阪湾水先区水先人会 

 

○広報活動 

① 水先人待機室及び事務所入り口等にポスターを

掲示した。 

② 水先人にリーフレット及び啓発グッズを配布し

た。また、理事会で報告し議事録で水先人へ周知

を行った。 

③ 水先艇乗組員に安全運航の周知徹底を依頼し

た。 

 

近畿旅客船協会 ○広報活動 
① 事務所及びさんふらわあターミナルにポスター

を掲示した。 

② 協会員にメールにて周知した。 

○安全教育関係 

 その他        ２回（７０人受講） 

  ※11月実施予定を含む。 
 

神戸旅客船協会 ○広報活動 
会員あてに安全運航の確保について一層の尽力

を要請するとともに、協会事務所内にポスターを掲

示し、さらに会員各社にポスター及び啓発グッズを

配布した。 

○各種行事 
6月 24日（火）に安全運航対策委員会を開催し、

旅客船乗組員を対象とした安全運航に対する研修

会を今年度中に 2回開催することとし、講習内容を

決定した。 

 

四国旅客船協会 ○広報活動 
当協会事務所内にポスターを掲示したほか、夏季

の多客期における旅客船・カーフェリーの安全運航

確保について会員に周知を図った。 

○各種行事 
7月 29日（火）に安全対策委員会を開催し、旅客

船の乗組員等を対象とした安全運航に関する研修

会を今年度は、11 月～12 月にかけて 3 回開催する

ことを決定した。 
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団 体 名 実  施  概  要 
日本押船土運船協会 

 

 

○広報活動 
① 日本押船土運船協会事務局のある青木マリーン

㈱入口にポスターを掲示した。 

② 会員にはリーフレットを配布した。 

○各種行事 
海難防止講習会を開催し、会員各社の運航管理者

に対し安全意識の高揚をはかり船舶乗組員へ水平

展開していただくようお願いした。 

○安全教育関係 

 海難防止講習     １回（２６人受講） 

 

全日本海員組合 

 中・四国支部 

○安全に関する指導・教育・訓練 
 安全運航に関する指導隻数 

漁船        ２隻（ ６人） 

貨物船       ３隻（１８人） 

タンカー      １隻（ ７人） 

旅客船       ４隻（１２人） 

          合計１０隻（４３人） 

 
大阪湾広域臨海環境整備センター 

 

○広報活動 
  本社、大阪・兵庫建設事務所において、ポスター

掲示及びリーフレットを設置した。 
 

(株)商船三井 関西支店 ○広報活動 
① 弊社関西支店および関係会社へポスターを掲示

した。 

② 関係会社への社員、船員にリーフレット、グッズ

を配布した。 

③ 弊社関係団体総会でのグッズを配布した。 

 

第五管区海上保安本部 
 

○広報活動 
期間中、第五管区海上保安本部庁舎におけるポ

スター掲示及びリーフレットの配布を実施した。 
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■ 地区推進母体構成員 
◆大阪地区海難防止強調運動推進連絡会議           （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
大阪港運協会 ○広報活動 

① 事務所内にポスターを掲示した。 

② 大阪船舶代理店部会会員へメールにて周知し

た。 

 

阪神国際港湾(株) 

 

○広報活動 

① 事務室及び会議室にポスターを掲示した。 

② 職員へ回覧にて周知した。 

 
大阪府漁業協同組合連合会 

 

○広報活動 

事務所内にポスターを掲示した。 

 
大阪船主会 

 

○広報活動 

① 大阪船主会総会でのグッズ配布 

② 関係会社会員へメールにて周知した。 

 
大阪府タグ事業協同組合 ○広報活動 

① ビル内掲示板にポスターを掲示した。 

② 組合員にメールにて周知した。 

③ 乗務員来訪時に周知した。 

 

浚渫業協会 

 

○広報活動 

① 執務室及び事務局受付にポスターを掲示した。 

② 協会員にメールにて周知した。 

日本押船土運船協会 

 

別掲 
 

大阪湾水先区水先人会 別掲 
 

築友会 ○広報活動 

① 事務所カウンターにポスターを掲示した。 

② 職員にメールにて周知した。 

大阪給油船協会 ○広報活動 

事務所内にポスターを掲示した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

職場内海難防止研修を実施した。 
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団 体 名 実  施  概  要 
大阪湾広域臨海環境整備センタ

ー 

 

別掲 
 

大阪港航行安全情報センター ○広報活動 

① 事務所内にポスターを掲示した。 

② 職員にメール及び朝・夕礼のアナウンスにより

周知した。 

大阪北港地区防災協議会 

 

○広報活動 

① 櫻島埠頭(株)事務所内にポスターを掲示した。 

② 会員にメールにより周知した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

オイルフェンス展張方法に関する研修を実施し

た。 

 
大阪筏協会 ○広報活動 

① 会員店社店頭にポスターを掲示した。 

② 朝礼時に作業員等へ周知した。 

 
近畿海事広報協会 

 

○広報活動 

川の駅「はちけんや」多目的ホールにポスターを

掲示した。 

 
大阪フェリー連絡会 

 

○広報活動 

① 社内及び船内にポスターを掲示した。 

② 社内にリーフレットを掲示した 

③ 会員にメールにて周知した。 

 
大阪海運組合 ○広報活動 

① 事務所内にポスターを掲示した。 

② 会員にメールにて周知した。 

 
二色の浜リバイバル・プロジェク

トグループ 

○広報活動 

① 事務所内にポスターを掲示した。 

② 所属員にリーフレット等にて周知した。 

 
関西マリーナ協議会 

 

○広報活動 

① ヨットハーバー、ヨットハウス内にポスターを

掲示した。 
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団 体 名 実  施  概  要 
② 所属員に回覧及びポスター掲示にて周知した。 

 
大阪曳船事業協同組合 

 

○広報活動 

事務所内にポスターを掲示した。 

 
大阪台船係留管理組合 

 

○広報活動 

① 事務所内にポスターを掲示した。 

② 組合員にメールにて周知した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

理事会役員に対する研修を実施した。 

 
近畿地方整備局 

 大阪港湾・空港整備事務所 

別掲 
 

近畿運輸局 

 

別掲 
 

大阪管区気象台 別掲 
 

大阪港湾局 

 
○広報活動 

① 執務室内及び来訪者対応スペースにポスターを

掲示した。 

② 職員へリーフレット供覧にて周知した。 

 

大阪市消防局 水上消防署 ○広報活動 

① 屋外掲示板にポスターを掲示した。 

② 職員にメールにより周知した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

職員に対する研修を実施した。 

 

大阪海上保安監部 

 

堺海上保安署 

 

岸和田海上保安署 

 

関西空港海上保安航空基地 

 

○広報活動 

① ポスターの掲示場所 

  ・各事務所掲示板 

  ・旅客船事務所、漁協、マリーナ等 

② 公文書及びメールにて周知した。 

○各種行事 

  園児に対して巡視船線内見学を実施した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

 ・全国内航タンカー海運組合との合同パトロール 

 ・中学生に対する海難防止講習会 
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団 体 名 実  施  概  要 
 ・海の日の安全講習会 

 ・他機関等との合同パトロール、訪問指導 

① 安全運航に関する指導隻数 

   漁船        ３隻（  ３人） 

   プレジャーボート ５９隻（ ９５人） 

貨物船      １０隻（ ６８人） 

タンカー    １１５隻（５７５人） 

旅客船       １隻（ ２０人） 

その他      ２４隻（２３２人） 

         合計２１２隻（９９３人） 

② 企業訪問件数    ６９件（ ６９人） 

○安全教育関係 

 海上安全教室     ３回（ ９７人受講） 

 海難防止講習会    １回（ ６３人受講） 

 その他        ６回（１３２人受講） 

          合計１０回（２９２人受講） 
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◆兵庫県阪神淡路地区海難防止強調運動推進連絡会議      （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
神戸地区石油コンビナート等 

安全推進協議会 

 

○広報活動 

① 事務所出入口及び岸壁倉庫にポスターを掲示

し、海事関係者に対して啓発活動を実施した。 

② 荷役開始前のミーティングにて乗組員に対して

啓発活動を実施した。 

兵庫県漁業協同組合連合会 

 

○広報活動 

兵庫県水産会館のエレベーター及び事務所前の

掲示板にポスターを掲示した。 

 

日本沖荷役安全協会 神戸支部 

 

○広報活動 

① 沖荷役現場視察の際、内航タンカーにリーフレ

ットを配布し、周知・啓発活動を実施した。 

② 当協会及び安全管理業者である中谷商運株式会

社及びニッケル エンド ライオンス株式会社の

出入口にポスターを掲示し、来客者に周知した。 

③ 当協会が発行する安全情報誌に「海の事故ゼロ

キャンペーン」概要及び推進事項を記載し特に

「ふくそう海域等の安全性の確保」について走

錨事故防止ガイドライン、海保HPへのリンク、

QRコード掲載、全国の当協会員151社に配布した

ほか、会員限定のオンラインストレージに掲載

し周知を行った。 

(公社)関西小型船安全協会 

 

別掲 

神戸旅客船協会 別掲 

(一財)神戸観光局 

港湾振興部 

○広報活動 

神戸港ボート天国にて、運営本部前にポスターを

掲示した。 

 
兵庫県水難救済会 ○広報活動 

所内の掲示板にポスターを掲示するとともに、啓

発物による PR活動を実施。 

 
兵庫県淡路県民局洲本土木事務所 

 

○広報活動 

所内の掲示板にポスターを掲示し、関係企業、漁

協等にリーフレット、広報用グッズを配布した。 
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団 体 名 実  施  概  要 
近畿地方整備局 

 神戸港湾事務所 

別掲 

神戸運輸監理部 別掲 

神戸海上保安部 

 

西宮海上保安署 

 

○広報活動 

① 管内のマリーナ、漁港、海水浴場に対して、ポス

ター及びリーフレットを配布するなどして、啓発

活動を実施した。 

② 遊泳中の子供の事故が多数発生していることか

ら、海水浴場管理事務所及び海水浴場利用客に対

してリーフレット等を配布するとともに、子供を

連れている両親については、子供から目を離さな

いこと、ライフジャケットの着用等について周知

を行い、啓発活動を実施した。 

③ 遊漁中のプレジャーボート等に対して、船外マ

イク及びライトメールを使用して、見張りの徹底

やライフジャケットの着用等について周知し、啓

発活動を実施した。 

○各種行事 

① 「海の日」みなとまつりの一環として神戸港ボー

ト天国にて啓発ブースを設置、安全啓発活動を実

施した。（神戸海上保安部）。 

② 水上警察と合同にて啓発ブースを設置し、海難

事故の未然防止のため来場者に対してクイズ等

で安全啓発活動を実施した。（神戸海上保安部） 

○安全に関する指導・教育・訓練 

① 安全運航に関する指導隻数 

   漁船        １４隻（ １４人） 

   プレジャーボート １４７隻（２５０人） 

   タンカー      ３７隻（２４７人） 

作業船        ３隻（ １６人） 

その他        ２隻（  ２人） 

          合計２０３隻（５２９人） 

② 企業等訪問件数    ３１件（ ６１人） 

○安全教育関係 

  海上安全教室    ３回（７９４人受講） 

  海難防止講習会   １回（ ３０人受講） 

その他       ５回（１２０人受講） 

         合計１１回（９４４人受講） 
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◆播磨地区海難防止強調運動推進連絡会議           （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
ハリマシッピングサービス(株) 

 

(株)ハマダ 

 

(株)日本触媒姫路製造所 

 

日本製鉄(株)瀬戸内製鉄所 

 

(株)ダイセル 

 

住友大阪セメント(株)赤穂工場 

 

(公社)関西小型船安全協会 

 

全国内航タンカー海運組合 

 

飾磨港振興会 

 

兵庫県中播磨県民センター 

 姫路農林水産振興事務所 

 

東播磨県民局 

加古川土木事務所 

 

東播磨県民局 

加古川農林水産振興事務所 

 

赤穂市 

 

加古川市 

 

高砂市 

 

姫路海上保安部 

 

加古川海上保安署 

○広報活動 

官公署、マリーナ、各構成員の施設内等、国民の

目につきやすい場所にポスターを掲示 

○各種行事 

 ① ７月 20日（日）に地元こども会による子どもヨ

ット体験航海に合わせた海上安全教室を実施し

た。 

 ② ７月 25 日(金)に全国内航タンカー海運組合と

の合同パトロールを実施した。 

 ③ ７月 26 日(土)に海水浴場での海上安全教室を

実施した。 

 

○安全に関する指導・教育・訓練 

 ① 安全運航に関する指導隻数 

プレジャーボート    １７隻 

貨物船          ３隻 

タンカー         ２隻 

合計２２隻 

② 企業等訪問件数     ５２件 

○安全教育関係 

  海上安全教室     ３回（１３７人受講） 
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◆和歌山北部地区海難防止強調運動推進連絡会議        （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
和歌山海上保安部 
 
海南海上保安署 

○広報活動 
 ① 構成員による各事務所等へのポスター掲示、社

内メール、企業内会議、関係船舶乗員に対する指

導等による周知を実施した。 
 ② 南海フェリー（徳島～和歌山）での船内放送、道

路掲示板による安全啓発、WINDS平阪氏協力によ

る安全啓発ポスター等による周知を実施した。 
○各種行事 
 ① 和歌山警察本部、和歌山運輸支局、和歌山海上保

安部、海上安全指導員の合同安全パトロールを実

施し、水上オートバイ操船者に対し、リーフレッ

ト及びグッズを配布し、海難防止周知啓発活動を

実施した。 
 ② ENEOS 和歌山石油精製において内航タンカー海

運組合等との合同パトロールを実施した。 
 ③ 南海フェリーにおいて退船総練を実施した。 
 ④ そのほか所属職員に対する安全啓発等を実施し

た。 
 
○安全に関する指導・教育・訓練 
 ① 安全運航に関する指導隻数 

漁船        ４０隻 
プレジャーボート  ７６隻 
貨物船       １５隻 

タンカー      ２３隻 

旅客船        ２隻 

作業船        １隻 

その他        ２隻 

          合計１５９隻 

 ② 企業等訪問件数    ３７件 

○安全教育関係 

 その他       １１回（１３１人受講） 
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◆紀南地区海上安全対策協議会                （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
近畿運輸局 
和歌山運輸支局 

 
田辺海上保安部 
 
串本海上保安署 

○広報活動 

① 海上安全指導員との合同パトロールを実施した。 

② 近畿運輸局和歌山運輸支局との合同パトロール

を実施した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

 安全運航に関する指導隻数 

漁船         ９隻 
プレジャーボート   ７隻 

旅客船        ２隻 

その他        １隻 

合計１９隻 
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◆徳島地区海難防止強調運動推進連絡会議           （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
(株)岡田組 

 

鳴門観光汽船(株) 

 

五洋建設(株)徳島営業所 

 

井上建設(株) 

 

タチバナ工業(株)徳島営業所 

 

東洋建設(株)徳島営業所 

 

若築建設(株)徳島営業所 

 

高原建設(株) 

 

兼子建設(株) 

 

徳島海上保安部 
 
徳島海上保安部 美波分室 

○広報活動 

① ポスター掲示、リーフレット及びウエットティ

ッシュ配布、徳島県警察との合同パトロールを実

施した。 

② 徳島海上保安部所属巡視船艇によるライトメー

ルを使用した啓発活動を実施した。 

③ 美波町観光 PR大使「乙姫大使」を一日海上保安

官に任命し啓発活動を実施した。 

 

○各種行事 

巡視船艇の一般公開にあわせての啓発活動を実

施した。 

○安全に関する指導・教育・訓練 

① 安全運航に関する指導隻数 

   漁船        ７９隻（ ３６人） 

   プレジャーボート  ３６隻（   人） 

貨物船        ９隻（   人） 

その他        ２隻（  ６人） 

          合計１２６隻（ ４２人） 

② 企業等訪問件数    ２１件（１４１人） 

○安全教育関係 

  海上安全教室    ３回（７９４人受講） 

  海難防止講習会   １回（ ３０人受講） 

その他       ５回（１２０人受講） 

         合計１１回（９４４人受講） 

○安全教育関係 

徳島県内の高校生及び小学生を対象とした海の

安全教室を実施した。 

海上安全教室    １回（ ３０人受講） 
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◆高知地区海難防止強調運動推進連絡会議           （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
高知県海運組合 
 
高知県水先協会 
 
高知県漁業協同組合連合会 
 
高知県まぐろ船主組合 
 
高知県海砂利採取協業組合 
 
高知県港湾空港建設協会 
 
五台山石油会 
 
(一財)四国船舶職員養成協会 

 

(NPO法人)高知県遊漁船協議会 

 
四国運輸局高知運輸支局 
 
四国地方整備局 
高知港湾・空港整備事務所 

 
高知県土木部港湾海岸課 
 
高知県高知土木事務所 
 
高知海上保安部 
 
宿毛海上保安署 
 
土佐清水海上保安署 
 

○広報活動 

① ポスターの掲示 

② リーフレット・グッズの配布 

③ 広報誌への掲載 

○安全に関する指導・教育・訓練 

 海水浴場における海水浴客に対する安全啓発活動 

① 安全運航に関する指導隻数 
   漁船        １４隻（ １７人） 

   プレジャーボート  １１隻（ １６人） 

   貨物船       ３５隻（ ３５人） 

   タンカー       ４隻（ ２５人） 

   旅客船        ７隻（ １７人） 

   作業船        ６隻（ ４３人） 

   その他        ７隻（  ７人） 

          合計８４隻（１６０人） 

② 企業等訪問件数    ２１件（ ２６人） 

○安全教育関係 

  海上安全教室    ２回（ ３２人受講） 

  海難防止講習会   ４回（１０８人受講） 

  その他       ８回（ ５１人受講） 

         合計１４回（１９１人受講） 
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◆大阪湾海上交通センター                  （順不同・敬称略） 

団 体 名 実  施  概  要 
大阪湾海上交通センター ○広報活動 

 キャンペーン期間中、当センターの施設一般公開

に合わせ、庁舎内各所にポスターを掲示し、一般施

設見学者に対する啓発活動を実施した。 
○安全に関する指導・教育・訓練 

  企業等訪問件数     １０件 
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【各関係団体等の活動状況写真】（順不同）

令和７年度 近畿・四国地方海の事故ゼロキャンペーン活動状況

構 成 員

近畿地方整備局（広報活動）

近畿運輸局（安全に関する指導・広報活動）

神戸運輸監理部（広報活動）
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四国運輸局（広報活動）

大阪管区気象台（広報活動）

運輸安全委員会事務局神戸事務所（広報活動）

神戸地方海難審判所
（広報活動）

神戸地方海難審判所
（広報活動）



－48－

大阪湾水先区水先人会（広報活動）

水産庁瀬戸内海漁業調整事務所
（広報活動）

全国内航タンカー海運組合 薬槽船支部
（広報活動）
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神戸旅客船協会（広報活動） 四国旅客船協会（広報活動）

日本押船土運船協会（広報活動）

日本押船土運船協会（海難防止講習会）
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大阪湾広域臨海環境整備センター（本社）広報活動

大阪湾広域臨海環境整備センター（兵庫建設事務所）広報活動

大阪湾広域臨海環境整備センター（大阪建設事務所）広報活動
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㈱商船三井（広報活動）

第五管区海上保安本部（広報活動）
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会 務 報 告
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第１２０回　業務運営会議

１　日　　　時　　令和７年７月１６日（水）１２:００～１２:５５

２　場　　　所　　商船三井ビル　４Ｆ　会議室

３　出　席　者　　（順不同・敬称略）　　　　　は欠席者

　　　　　　　　　　　堀　　　眞　琴　　(公社)神戸海難防止研究会会長

　　　業務執行理事　　奥　原　徳　男　　(公社)神戸海難防止研究会専務理事

　　　構　 成 　員　　奥　田　成　幸　　海技大学校名誉教授

　　　　　 〃　　　　 橋　本　孝　亮　　内海水先区水先人会会長

　　　　　 〃　　　　 山　田　哲　也　　大阪湾水先区水先人会会長

　　　　　 〃　　　　 小　林　靖　匡　　日本郵船(株)関西支店長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　中川　悟　支店長代理)

　　　　　 〃　　　　 中　村　紳　也　　(一社)日本船長協会会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　太田　正紀　副会長)

　　　　　 〃　　　　 増　子　祐　司　　(株)商船三井関西支店長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　富山　茂　海上安全部部長代理)

　　　　　 〃　　　　 岡　本　龍　太　　川崎汽船(株)関西支店副支店長

　　　　　 〃　　　　 葛　西　正　記　　(株)神戸製鋼所顧問

　　　事　 務　 局　　宇出津　弘　昭　　(公社)神戸海難防止研究会総務部長

　　　　　 〃         井　田　英　樹　　(公社)神戸海難防止研究会事業部長

４　議　　　題

　　（１）業務報告等について

　　（２）常任調査研究委員の委嘱について

　　（３）その他

５　資　　　料

　　席上配布

　　　資料１　業務報告等

　　　資料２　常任調査研究委員の委嘱について

　　　資料３　朝日生命神戸京町ビル

以　上　

議　　　  長
代 表 理 事
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第１２１回　業務運営会議

１　日　　　時　　令和７年９月３日（水）１２:００～１２:５５

２　場　　　所　　商船三井ビル　４Ｆ　会議室

３　出　席　者　　（順不同・敬称略）　　　　　は欠席者

　　　　　　　　　　　堀　　　眞　琴　　(公社)神戸海難防止研究会会長

　　　業務執行理事　　奥　原　徳　男　　(公社)神戸海難防止研究会専務理事

　　　構　 成 　員　　奥　田　成　幸　　海技大学校名誉教授

　　　　　 〃　　　　 橋　本　孝　亮　　内海水先区水先人会会長

　　　　　 〃　　　　 山　田　哲　也　　大阪湾水先区水先人会会長

　　　　　 〃　　　　 小　林　靖　匡　　日本郵船(株)関西支店長

　　　　　 〃　　　　 中　村　紳　也　　(一社)日本船長協会会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　太田　正紀　副会長)

　　　　　 〃　　　　 増　子　祐　司　　(株)商船三井関西支店長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代理　富山　茂　海上安全部部長代理)

　　　　　 〃　　　　 岡　本　龍　太　　川崎汽船(株)関西支店副支店長

　　　　　 〃　　　　 葛　西　正　記　　(株)神戸製鋼所顧問

　　　事　 務　 局　　宇出津　弘　昭　　(公社)神戸海難防止研究会総務部長

　　　　　 〃         井　田　英　樹　　(公社)神戸海難防止研究会事業部長

４　議　　　題

　　（１）業務報告等について

　　（２）その他

５　資　　　料

　　席上配布

　　　資料１　業務報告等

以　上　

議　　　  長
代 表 理 事
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第２６回　洋上風力発電に関する一考

　海上保安大学校名誉教授　 

　　神戸大学リサーチフェロー　

松　本　宏　之　 　　

　日本海沿岸を北上すると、かなり遠くからでも白い巨大な風車が見える。それらは風

力発電用の風車なのであるが、火力・水力・原子力による発電を補完する再生可能エネ

ルギーの1つとして注目されている。なかでも海に風車を並べる洋上風力発電は、開発し

やすい平野部での適地が減少している陸上設置に比べて大規模な開発が可能であること

から、国のエネルギー安全保障政策も追い風となって全国各地で計画されているようで

ある。一般社団法人日本風力発電協会によれば、2024年12月末時点での本格洋上風力発

電は、発電所が７サイト、53基、出力が253.4MWとなっており、年々風車の発電単機容量

は大きくなっているという。ちなみに出力がもっとも大きな発電所は、2024年に運転開

始した石狩湾新港洋上風力発電所で、80数ｍのブレードを3枚もつ着床式の風車が14基設

置されている。

 洋上風力発電が実用化され始めたのは、2019年4月に、「海洋再生可能エネルギー発電

設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（再エネ海域利用法）」が施行された

後で、この新しい法律により洋上風力発電の計画が促進されることとなった。再エネ海

域利用法に基づく手続きでは、各地域からの要請を受け、準備区域、有望区域、促進区

域の指定へと進んでいくが、その過程で国、都道府県、市町村、漁業団体等の利害関係

者、学識経験者等から構成される協議会が設置されることとなっている。従来から一般

海域の利用については、権利の優先関係や手続きが法的に未整備な部分も存在しており、

先行利用者（海運や漁業者等）との調整の枠組みが不明確であるといわれているので（参

照：会報第33号「海域利用調整に関する一考」）、関係者間の話し合いの場である協議

会を設置して、地元調整を円滑化するシステムが必要であったと思われる。

　一方、昨年新規に、和歌山県沖（東側）と和歌山県沖（西側・浮体）が準備区域（都

道府県として、今後協議会を設置して具体的な協議を行うことを念頭に、利害関係者等

との調整に着手している区域）として整理された。今後は再エネ海域利用法の手続きに

基づき、準備区域から有望区域、促進区域への指定へと進むものと思われる。なお洋上

風力発電には着床式と浮体式があるが、設備の基礎を海底に固定する着床式は水深50ｍ

までの海域に限定されているので、技術的な問題等はあるものの、水深が急に深くなっ

ている海域が多いわが国では、制約のより少ない浮体式への期待が高まっている。ちな

みに今年新たに準備区域として整理された5つの区域は、すべてが浮体式を採用すること

になっている。

　さて、洋上風力発電の設置に関連して留意しなければならない事項は多々あるが、法

令に明記されている主たる検討事項は何であろうか。再エネ海域管理法第8条（海洋再生

可能エネルギー発電設備整備促進区域の指定）には、その第１項で指定にあたっての6つ

　

船 舶 交 通 随 感
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の適合基準が明示されている。そのうち同項第2号では、当該区域及びその周辺における

航路及び港湾の利用、保全及び管理に支障を及ぼすことがないことが、また第5号では、

漁業に支障を及ぼさないこと等が規定されている。すなわち洋上風力発電設備の設置に

伴う海域利用においては、港湾活動や漁業との共存共栄が大前提であり、先行利用者と

の調整が必須条件となっていることがわかる。

　さらに海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライン（経済産業省

資源エネルギー庁・国土交通省港湾局）によれば、まず第2号に関連して、大型船舶が頻

繁に通航するような海域を避け、当該海域と適切な離隔距離が確保可能であると見込ま

れること、開発保全航路及び緊急確保航路の区域と重複しないこと、周辺港湾への大型

の船舶の入出港に著しい支障を及ぼすものではないと見込まれること、促進区域内にお

ける発電設備の設置又は維持管理に係る船舶の通航が適切に確保できると見込まれるこ

と等を確認するよう求めている。したがって検討にあたっては、港湾などの自然環境や

航行環境を明らかにし、船舶交通流の調査分析、安全性に関わるシミュレーションや評

価などを通じて、当該海域の航行安全を図ることも重要であると思われる。

　他方第5号に関連しては、関係漁業団体を含む協議会において、発電事業の実施による

漁業への支障の有無を確認し、漁業に支障があると見込まれる場合には促進区域の指定

は行わないこと、また漁業への支障の有無については、洋上風力発電によって想定され

る漁業への影響を考慮しつつ、併せて実施される共生策等を通じて、発電事業と漁業と

の共存共栄が実現可能かという観点から判断することという2つの基準が明記されている。

加えて、国土交通大臣は、発電設備の設置に係る促進区域内海域の占用を許可するに当

たり、選定事業者が当該設置までに協議会の構成員となっている関係漁業者の了解を得

ることを条件としている。

　一方、エネルギー基本計画（令和7年2月）によれば、2023年度に全電源の1.1％であっ

た風力発電量は、2040年度には4～8％程度になるというエネルギー需給見通しを示して

いるが、技術的な側面の課題もさることながら、地元との調整や環境影響評価などの課

題もあるので、設置完了までには相当な時間を要するかもしれない。とりわけ先行利用

者との調整については、各地域の特性や人的要素に起因する複雑な問題があるために容

易ではないことも予想される。

　前述したように漁業との調整に関しては、関係漁業団体の意向を十分に確認し、協議

会を通じて発電事業の実施に向けた議論を行う状況が整っていない場合には、促進区域

の指定の前提となる有望区域への整理も行わないことにするとされている。過去に開催

された協議会のとりまとめには、選定事業者は漁業や地域との共存共栄の理念のもと、

発電事業で得られた利益の地域への還元を目的とする基金への出捐等に関する記述があ

り、競合する利用者間の合意形成を図る海域利用調整の１つの手法が提示されている。

また当初は風車基礎部の設置で付近の魚がいなくなるのではないかと懸念されていたが、

実証実験の結果、漁礁の役割があるということがわかったり、養殖施設を併設すること

により漁業生産の場として活用する案が示されたり、漁業にプラスの側面も確認できて

いるようである。まだまだ発展途上の段階にある洋上風力発電事業ではあるが、科学的

思考に基づくアイデアや試みによって新たな共通認識が生まれ、互譲の精神に基づいて

お互いの信頼関係が構築されるのであれば、共存共栄の海域利用調整も少しずつ前進す

るのではないだろうか。
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○　事 務 日 誌 抄

（Ｒ7．７．１～Ｒ7．９．３０）

月 日 曜日 時間 委 員 会 名 実 施 場 所

7.16

7.30

8. 8

9. 2

9. 3

9.25

9.29

（水）

（水）

（金）

（火）

（水）

（木）

（月）

1200

1500

1400

1400

1200

1400

1500

商船三井ビル会議室

神戸市中央区文化センター

神戸駅前研修センター

兵庫県農業会館

商船三井ビル会議室

神戸ポートオアシス

神戸市中央区文化センター

第120回業務運営会議

第119回月例会

LNGバンカリング事業に係る航行安全対策検討

調査（和歌山地区）第１回委員会

大阪港新島周辺海域の新たな船舶交通環境構築

に関する調査研究第１回委員会

第121回業務運営会議

南海トラフ地震臨時情報発表時における対応状況

の検証と課題に関する調査研究第１回委員会

第120回月例会
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■　事務所移転

　　　　令和７年９月２４日（水）に移転しました。

　　　　　　　〒650-0034

　　　　　　　神戸市中央区京町７５－２

　　　　　　　朝日生命神戸京町ビル３階

　　　　　　　電話 (078)332-2035

　　　　　　　FAX (078)332-2037

　　　　　　　※　電話・FAX番号は変更ございません。

神戸第２地方合同庁舎

朝日生命神戸京町ビル



会 報

第 ５４ 　号 （ 令和 7 年 9 月 ）

発行所 公益社団法人 神戸海難防止研究会
神戸市中央区京町７５-２（朝日生命神戸京町ビル３階）

郵便番号
Ｔ Ｅ Ｌ
Ｆ Ａ Ｘ
Ｕ Ｒ Ｌ
E-mail

６５０－００3４
（０７８）３３２ － ２０３５（代）
（０７８）３３２ － ２０３７
http://kobe-kaibouken.or . jp
kaibouken@kobe-kaibouken.or . jp

公益社団法人 神戸海難防止研究会所在地・略図

神戸第２地方合同庁舎

朝日生命神戸京町ビル




